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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。  

３．第42期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式

は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第42期

第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第43期
第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第42期 

会計期間 
自平成21年４月１日
至平成21年６月30日 

自平成22年４月１日
至平成22年６月30日 

自平成21年４月１日 
至平成22年３月31日 

売上高（百万円）  3,391  20,401  63,328

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
 △712  6,548  13,517

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（百万円） 
 △226  4,930  11,947

純資産額（百万円）  86,745  98,734  96,326

総資産額（百万円）  138,849  152,681  156,750

１株当たり純資産額（円）  877.53  998.50  974.21

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円） 

 △2.29  49.90  120.92

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  49.47  119.81

自己資本比率（％）  62.4  64.6  61.4

営業活動によるキャッシュ・フ 

ロー（百万円） 
 3,048  △2,698  21,769

投資活動によるキャッシュ・フ 

ロー（百万円） 
 △54  △12,395  △16,280

財務活動によるキャッシュ・フ 

ロー（百万円） 
 △2,314  △2,384  △5,449

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
 39,590  21,493  38,971

従業員数（人）  1,113  949  940
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 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であります。また、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）

はその総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。ま

た、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）はその総数が従業員数の100

分の10未満であるため、記載を省略しております。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年６月30日現在

従業員数（人） 949   

  平成22年６月30日現在

従業員数（人） 784   
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(1）生産実績 

 当第１四半期連結会計期間の生産実績を製品種類別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２．当社グループの報告セグメントは「遊技機事業」のみであるため、製品種類別に示しております。 

  

(2）商品仕入実績 

 当第１四半期連結会計期間の商品仕入実績はありません。 

(3）受注状況 

  当第１四半期連結会計期間の受注状況を製品種類及びサービス別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社グループの報告セグメントは「遊技機事業」のみであるため、製品種類及びサービス別に示しておりま

す。  

(4）販売実績 

 当第１四半期連結会計期間の販売実績を製品種類及びサービス別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社グループの報告セグメントは「遊技機事業」のみであるため、製品種類及びサービス別に示しておりま

す。 

当第１四半期連結会計期間において、事業等のリスクについて新たに発生した事項又は重要な変更はありません。 

  当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

製品種類別 
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

前年同四半期比（％） 

 パチンコ機（百万円）  15,993  252.2

 パチスロ機（百万円）  5,237  571.8

合計（百万円）  21,231  292.5

製品種類及び 
サービス別 

受注高（百万円） 前年同四半期比（％） 受注残高（百万円） 前年同四半期比（％）

パチンコ機  14,699  165.8  2,668  38.5

パチスロ機  7,239  899.8  4,011  －

 その他  221  104.4  －  －

製品種類及びサービス別
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

前年同四半期比（％） 

 パチンコ機（百万円）  16,753  779.2

 パチスロ機（百万円）  3,426  332.7

 その他（百万円）  221  104.4

合計（百万円）  20,401  601.5

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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(1) 業績の状況 

当第１四半期（平成22年４月１日から平成22年６月30日）におけるわが国の経済は、海外経済の改善や政府の経済

対策の効果等を背景に景気は緩やかな回復基調にあるものの、雇用、所得環境は依然として厳しい環境が続いてお

り、景気の先行きには不透明感が払拭できない状況が続いております。 

当社グループを取り巻く遊技機業界の動向におきましては、多様化するエンドユーザーのニーズを反映し、パチン

コホールの営業形態として、低貸玉営業を実施する店舗数が引き続き増加したことや、各遊技機メーカーから多様な

出玉性能、ゲーム性能等を有した遊技機の販売が活発化したことにより、遊技参加人口の減少傾向は改善しつつあり

ます。しかしながら、パチンコホールにおきましては、低貸玉営業が定着する一方、貸玉料金の変更に伴う収益性の

低下等の影響により、新機種選定の姿勢に慎重さを強めており、各遊技機メーカー間の販売競争は激しさを増してお

ります。 

そのような環境下、当社グループは、遊技機事業におきましては、パチンコ機「元祖！大江戸桜吹雪２」、「シャ

ボン玉ホリデー パチンコだよピーナッツ」、「ルパン三世 徳川の秘宝を追え（遊パチ）」を発売し、販売台数56千

台、売上高は16,753百万円となりました。 

パチスロ機は、「南国育ちスペシャル」を発売し、販売台数12千台、売上高は3,426百万円となりました。 

また、その他の事業として、情報配信サービス等を行い、売上高は221百万円となりました。 

これらの結果、当第１四半期における業績は、売上高20,401百万円（前年同期比501.5％増）、営業利益4,199百万

円（前年同期は営業損失3,050百万円）、経常利益6,548百万円（前年同期は経常損失712百万円）、四半期純利益

4,930百万円（前年同期は四半期純損失226百万円）となりました。  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物の増減額は、17,478百万円のマイナスとなり、当第１四半

期連結会計期間末残高は21,493百万円となりました。 

当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、2,698百万円のマイナスとなりまし

た。税金等調整前四半期純利益6,512百万円、減価償却費796百万円、棚卸資産の減少1,384百万円となった一方、負

ののれん償却額2,150百万円、売上債権の増加707百万円、仕入債務の減少6,780百万円、法人税等の支払額1,174百万

円によるものであります。 

当第１四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、12,395百万円のマイナスとなりまし

た。これは主に３ヶ月超定期預金の預入による支出14,200百万円、３ヶ月超定期預金の払戻による収入2,780百万

円、有価証券及び投資有価証券の取得による支出9,478百万円、有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による収

入9,433百万円によるものであります。 

当第１四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、2,384百万円のマイナスとなりまし

た。これは主に長期借入金の返済による支出113百万円、配当金の支払2,270百万円によるものであります。 

  

  (3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、 百万円であります。 

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

2,112
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(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

(2）設備の新設、除却等の計画 

  当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

  会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

   平成20年６月27日定時株主総会決議 

(注) １．新株予約権１個当たりの目的となる株式数（以下、「付与株式数」という。）は、100株であります。 

  ただし、付与株式数は、新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により

調整されるものとする。 

  かかる調整は、当該時点で未行使の新株予約権の付与株式数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満

の端数については、これを切り捨てるものとする。 

 
 また、当社が新株予約権の割当日後、合併、会社分割、株式交換または株式移転を行う場合、株式の無償割当

てを行う場合、その他付与株式数について調整を必要と認める場合には、当社は必要と認める株式数の調整を行

うことができる。 

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  228,903,400

計  228,903,400

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株) 
（平成22年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月６日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容

普通株式  99,809,060  99,809,060 東京証券取引所市場第一部 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。 

計  99,809,060  99,809,060 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第１四半期会計期間末現在 

（平成22年６月30日） 

新株予約権の数（個） 8,471（注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  

新株予約権の目的となる株式の数（株）  847,100

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,089（注）２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成23年７月１日 

至 平成30年６月26日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,089  

資本組入額   545 

新株予約権の行使の条件  （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入れその他の処分は認めないものとする。 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  （注）４ 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 
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整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
 また、新株予約権割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行または普通株式の自己株式の処分を行

う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  新株予約権の割当日後、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、当社が株式交換もしくは株式移

転を行う場合、または当社が吸収分割もしくは新設分割を行う場合、株式の無償割当てを行う場合、その他行使

価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める行使価額の調整を行うことができる。 

３．(1) 新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）のうち、当社取締役及び使用人並び

に当社子会社の取締役及び使用人である者は、新株予約権行使時においても、当社取締役及び使用人並び

に当社子会社の取締役及び使用人であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年による退職そ

の他当社取締役会で正当な理由があると認められた場合はこの限りではない。 

(2) 新株予約権者の相続人は、新株予約権を行使することはできない。 

(3) 新株予約権の質入その他の処分は認めない。 

(4) その他の行使条件については、当社取締役会の決議に基づき締結される新株予約権割当契約に定めること

とする。 

４．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日の直前の

時点において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新

株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、

再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約

権を交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた

場合に限るものとする。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとす

る。 

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)１に準じて決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、

上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後払込金額に前記(3)に従って決定される当該新

株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる額とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

 上記に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いず

れか遅い日から、上記に定める新株予約権の権利行使期間の末日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

以下に準じて決定する。 

① 増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の

額とし、計算の結果１円未満の端数が生じた時はこれを切り上げる。 

② 増加する資本準備金の額は、①記載の資本金等増加限度額から、①に定める増加する資本金の額を減じ

た額とする。  

(7) 新株予約権の譲渡制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議（再編対象会社が取締役会設

置会社でない場合には、「代表取締役」とする。）による承認を要する。 

(8) 新株予約権の行使条件 

上記(注)３に準じて決定する。  

(9) 新株予約権の取得事由及び条件 

 以下、①②③に準じて決定する。  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１ 

分割・併合の比率 

  

調整後行使価額 

 

＝ 

  

調整前行使価額 ×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込価額 

新株式発行前の１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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① 新株予約権者が上記（注）３の規定により新株予約権を行使できなくなった場合は、当社取締役会が別

途定める日に、当社は当該新株予約権を無償で取得することができる。 

② 新株予約権者が新株予約権の全部または一部を放棄した場合は、当社取締役会が別途定める日に、当社

は当該新株予約権を無償で取得することができる。 

③ 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、完全子会社となる株式交換契約承認の議案または株式移転

計画承認の議案につき、当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は当社取締役会決議

がなされたとき）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は行使されていない新株予約権を無償で取得

することができる。 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。   

  

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

平成22年４月１日～ 

平成22年６月30日 
 －  99,809,060  －  16,755  －  16,675

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数30個が含まれております。 

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 －   －   － 

議決権制限株式（自己株式等） －   －   － 

議決権制限株式（その他） －   －   － 

完全議決権株式（自己株式等） 
 （自己保有株式）  

普通株式    1,000,300
  －   － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   98,800,000  988,000   － 

単元未満株式 普通株式        8,760   －   － 

発行済株式総数  99,809,060   －   － 

総株主の議決権 －  988,000   － 

  平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

㈱平和 
東京都台東区東上野

二丁目22番９号 
 1,000,300  －  1,000,300  1.00

計 －  1,000,300  －  1,000,300 1.00

２【株価の推移】

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高（円）  960  950  981

最低（円）  910  865  902

３【役員の状況】

2010/08/06 15:43:1110670671_第１四半期報告書_20100806154302

- 9 -



１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法

人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 39,633 36,971

受取手形及び売掛金 13,955 13,243

有価証券 14,385 22,432

商品及び製品 1,064 407

原材料及び貯蔵品 8,925 10,966

その他 8,701 8,295

貸倒引当金 △13 △16

流動資産合計 86,653 92,301

固定資産   

有形固定資産   

土地 17,360 17,360

その他（純額） ※  13,697 ※  14,261

有形固定資産合計 31,058 31,622

無形固定資産 94 108

投資その他の資産   

投資有価証券 30,981 28,797

その他 4,443 4,475

貸倒引当金 △550 △555

投資その他の資産合計 34,874 32,717

固定資産合計 66,028 64,449

資産合計 152,681 156,750

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 15,351 22,179

1年内返済予定の長期借入金 6,620 443

未払法人税等 1,583 1,268

引当金 133 475

その他 5,967 3,254

流動負債合計 29,656 27,621

固定負債   

長期借入金 1,350 7,641

退職給付引当金 1,502 1,542

その他の引当金 886 860

負ののれん 19,355 21,505

その他 1,195 1,252

固定負債合計 24,290 32,802

負債合計 53,947 60,424
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 16,755 16,755

資本剰余金 53,063 53,063

利益剰余金 29,359 26,899

自己株式 △945 △945

株主資本合計 98,233 95,773

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 426 487

評価・換算差額等合計 426 487

新株予約権 74 65

純資産合計 98,734 96,326

負債純資産合計 152,681 156,750
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（２）【四半期連結損益計算書】 
 【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 3,391 20,401

売上原価 1,608 11,044

売上総利益 1,783 9,356

販売費及び一般管理費 ※  4,833 ※  5,156

営業利益又は営業損失（△） △3,050 4,199

営業外収益   

受取利息 144 143

受取配当金 36 54

負ののれん償却額 2,150 2,150

その他 114 76

営業外収益合計 2,446 2,425

営業外費用   

支払利息 30 25

有価証券償還損 21 －

投資事業組合運用損 20 24

減価償却費 31 25

その他 3 0

営業外費用合計 107 76

経常利益又は経常損失（△） △712 6,548

特別利益   

固定資産売却益 1 0

貸倒引当金戻入額 12 4

特別利益合計 13 4

特別損失   

固定資産除却損 6 19

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 20

特別損失合計 6 40

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△705 6,512

法人税等 △479 1,582

四半期純利益又は四半期純損失（△） △226 4,930
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△705 6,512

減価償却費 462 796

負ののれん償却額 △2,150 △2,150

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12 △8

賞与引当金の増減額（△は減少） △167 △283

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 19 △58

退職給付引当金の増減額（△は減少） △58 △40

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △104 26

受取利息及び受取配当金 △181 △198

支払利息 30 25

為替差損益（△は益） 1 －

固定資産除却損 6 19

売上債権の増減額（△は増加） 7,467 △707

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,754 1,384

仕入債務の増減額（△は減少） 1,789 △6,780

その他 435 △249

小計 3,078 △1,712

利息及び配当金の受取額 169 214

利息の支払額 △30 △25

法人税等の支払額 △168 △1,174

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,048 △2,698

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △14,200

定期預金の払戻による収入 － 2,780

有価証券の取得による支出 △976 －

有価証券の売却及び償還による収入 1,920 －

有形固定資産の取得による支出 △715 △943

有形固定資産の売却による収入 － 14

無形固定資産の取得による支出 △0 △0

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 － △9,478

投資有価証券の取得による支出 △435 －

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による
収入

－ 9,433

投資有価証券の売却及び償還による収入 118 －

貸付金の回収による収入 5 －

保険積立金の積立による支出 △2 △1

保険積立金の解約による収入 31 －

その他 0 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △54 △12,395
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 120 －

短期借入金の返済による支出 △20 －

長期借入金の返済による支出 △132 △113

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △2,281 △2,270

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,314 △2,384

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 678 △17,478

現金及び現金同等物の期首残高 38,911 38,971

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  39,590 ※  21,493
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

会計処理基準に関する事

項の変更 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

  当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準

第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

  これにより、営業利益及び経常利益に与える影響は軽微であり、税金等調整前四半期

純利益は21百万円減少しております。 

  また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は21百万円であります。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）  

 前第１四半期連結累計期間において区分掲記しておりました投資活動によるキャッシュ・フローの「有価証券の取得

による支出」、「投資有価証券の取得による支出」は、取引の状況に即した記載とするため、当第１四半期連結累計期

間より「有価証券及び投資有価証券の取得による支出」として表示しております。 

 また、前第１四半期連結累計期間において区分掲記しておりました投資活動によるキャッシュ・フローの「有価証券

の売却及び償還による収入」、「投資有価証券の売却及び償還による収入」は、取引の状況に即した記載とするため、

当第１四半期連結累計期間より「有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による収入」として表示しております。  

【簡便な会計処理】

  
  
  

当第１四半期連結会計期間  
（自 平成22年４月１日  
 至 平成22年６月30日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法  当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が、前連結会計年度末に算定

したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実

績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

２．棚卸資産の評価方法  当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定す

る方法によっております。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものに

ついてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっておりま

す。 

３．退職給付費用の算定方法  退職給付費用については、連結会計年度に係る退職給付費用の額を期間按

分して算定しております。 

2010/08/06 15:43:1110670671_第１四半期報告書_20100806154302

- 16 -



  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

税金費用の計算 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円であ

ります。 

21,162 ※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円であ

ります。 

20,810

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

賞与引当金繰入額  36百万円

役員賞与引当金繰入額 19  

退職給付費用 22  

役員退職慰労引当金繰入

額 
32  

研究開発費 2,393  

賞与引当金繰入額  45百万円

役員賞与引当金繰入額 17  

退職給付費用 14  

役員退職慰労引当金繰入

額 
44  

研究開発費 2,112  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

  

  （百万円）

現金及び預金勘定 26,170

有価証券勘定 17,994

合計 44,165

株式及び償還までの期間が３ヶ月を超

える債券等 
△4,574

現金及び現金同等物 39,590

  （百万円）

現金及び預金勘定 39,633

有価証券勘定 14,385

合計 54,018

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △19,140

株式及び償還までの期間が３ヶ月を超

える債券等 
△13,385

現金及び現金同等物 21,493
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当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  普通株式    99,809千株  

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式    1,000千株  

  

３．新株予約権等に関する事項 

         ストック・オプションとしての新株予約権 

新株予約権の四半期連結会計期間末残高  親会社 74百万円 

(注) ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

末後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係）

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  2,470  25 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金 
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前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、販売品目によって区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

(1）パチンコ機………パチンコ機、パチンコ機ゲージ盤及び工業所有権使用料収入 

(2）パチスロ機………パチスロ機 

(3）その他……………補給機器、情報配信サービス等 

  

  

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。  

 当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

  当社グループの報告セグメントは、「遊技機事業」のみであるため、記載を省略しております。 

  

（追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年

３月21日）を適用しております。 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
パチンコ機 
（百万円） 

パチスロ機 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高  2,150  1,030  211  3,391  －  3,391

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高  －  －  －  －  －  －

計  2,150  1,030  211  3,391  －  3,391

営業利益又は営業損失（△）  △1,792  △565  69  △2,287  (763)  △3,050

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【セグメント情報】
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当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。 

  

  

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

デリバティブ取引はすべてヘッジ会計を適用しているため、記載すべき事項はありません。 

  

  

 当第１四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

       四半期連結財務諸表への影響額に重要性がないため、記載を省略しております。 

  

  

当第１四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

  

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

     前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

  

  

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

     賃貸等不動産において、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しており

ます。 

（金融商品関係）

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。 

  

  

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）
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１．１株当たり純資産額 

 （注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等 

（注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

の算定上の基礎は、以下のとおりであります。   

  

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 998.50円 １株当たり純資産額 974.21円

  
当第１四半期連結会計期間末

（平成22年６月30日） 
前連結会計年度末

（平成22年３月31日） 

 純資産の部の合計額（百万円）  98,734  96,326

純資産の部の合計額から控除する金額 
（百万円） 

 74  65

（うち新株予約権）  (74)  (65)

（うち少数株主持分） ( ) － ( ) －

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額 
（百万円） 

 98,659  96,260

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末
（期末）の普通株式の数（千株） 

 98,808  98,808

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 円2.29 １株当たり四半期純利益金額 円49.90

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円49.47

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額 
    

四半期純利益又は四半期純損失(△)（百万円）  △226  4,930

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

(△)（百万円） 
 △226  4,930

期中平均株式数（千株）  98,809  98,808

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  －  851

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ

ったものの概要 

－ － 
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    該当事項はありません。 

  

 当第１四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、当該取引残高は、前連結会計年度末日に比べて著

しい変動がありません。 

（重要な後発事象）

（リース取引関係）
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  該当事項はありません。 

  

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月３日

株式会社平和 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 浅枝 芳隆  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 関  常芳  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社平和の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社平和及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

追記情報 

 追加情報に記載の通り、会社はリーマン・ブラザーズ証券株式会社に有価証券の保護預けを行っている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年８月４日

株式会社平和 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 浅枝 芳隆  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 関  常芳  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社平和の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社平和及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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